
中小企業エネルギーコスト削減助成金 

令和４年度 募集要項／申請書類／手引き／報告書類等更新経過 
 

NO 日付 書類名 更新内容 

1 R4.7.27 様式 1 事業計画書 P.1（添付書類）を修正 

2 R4.7.27 様式 3 助成要件確認書 要件 4つ目「県内に所有している」→「県内に有している」 

3 R4.7.27 事業支援計画書 「事業活動温暖化対策計画書（写し）」をチェック一覧に追加 

4 R4.7.29 
事業計画提出書類一覧（チェック
リスト） 

新規追加 

5 R4.7.29 様式 1 事業計画書 
P.1事業実施期間の始期を「内示通知日又は事前着手届記載の着手予定日」に修正 
P.1（添付書類）を修正 

6 R4.7.29 
様式 4 中小企業エネルギーコス
ト削減等計画書 

「※導入前１年間の実績、又は、導入後１年間の計画を記載してください。」 
→「※導入前直近１年間の実績、及び導入後１年間の計画を記載してください。」 

7 R4.7.29 事業支援計画書 「事業計画書提出書類一覧（チェックリスト）」をチェック一覧に追加 

8 R4.8.1 
取得財産処分の制限及び管理に関
する確認書 

新規追加 

9 R4.8.2 様式 6～15 新規追加 

10 R4.8.2 募集要領 

P.2別紙削除、P.5（２）「を県内に所有していること。（建物等を賃貸借契約等によ
り利用している場合は対象外となります）」→「を県内に有していること。」、 
P.1,6,7「熱電供給設備」→「熱電併給設備」 
募集要領の修正に伴い第２版に変更 

11 R4.8.2 交付規程 
P.2（２）「を県内に所有していること。」→「を県内に有していること。」、 
P.1,2,7「熱電供給設備」→「熱電併給設備」 

12 R4.8.2 様式 1 事業計画書 P.1（添付書類）を修正 

13 R4.8.2 記入例 様式 1 事業計画書 
吹き出し「・募集期間の日付～2022/12/23」→「・事業支援計画書提出期間 
2022/8/17～2022/12/23」。期間の始期を明確化 

14 R4.8.2 様式 3 助成要件確認書 P.2「熱電供給設備」→「熱電併給設備」 

15 R4.8.2 事業支援計画書 「取得財産処分の制限及び管理に関する確認書」をチェック一覧に追加 

16 R4.8.2 記入例 事業支援計画書 
「取得財産処分の制限及び管理に関する確認書」をチェック一覧に追加、 
押印不要 



17 R4.8.4 
事業計画提出書類一覧（チェック
リスト） 

「既存設備の仕様がわかる資料（メーカー、型番明記）」に「※資料が無い場合は、
銘板等メーカー及び型番が分かる部分の写真を添付してください。」を追記 

18 R4.8.9 様式 1 事業計画書 P.1代表者氏名ふりがな項目を追加 

19 R4.8.9 
様式 2 対象設備確認書（更新の場
合） 

（省エネ法設備に“該当する”場合は記載）の表の[省エネ基準達成率（②／①）
に「※冷蔵・冷凍設備及び変圧器は①／②で計算」の注釈を追加 
表の下に、下記ただし書きを追加 
※ただし、冷蔵・冷凍設備の場合は、①に年間消費電力量の目標基準(kWh/年)、②に当該製品

の年間消費電力量(kWh/年)、変圧器の場合は、①に全損失の目標基準(Ｗ)、②に当該製品の全

損失(Ｗ)を記入して計算 

20 R4.8.9 
記入例 様式 2 対象設備確認書
（更新の場合） 

吹き出し「中小企業エネルギーコスト削減助成金の対象設備について」記載の区分・
種別・規格に、「省エネ性能に関する基準」を追加 
＜導入する設備の概要＞の表の助成金の省エネ基準に「省エネ基準達成率 100％以
上」を記載 
空調・換気設備、照明設備、冷蔵・冷凍設備及び生産設備の記入例を追加 

21 R4.8.9 
事業活動温暖化対策計画書提出先
及び問い合わせ先 

提出先メールアドレスを追加 

22 R4.8.12 
様式 2 対象設備確認書（更新の場
合） 

（省エネ法設備に“該当する”場合は記載）の表の[省エネ基準達成率（②／①）
を[省エネ基準達成率（※）に変更し、「※冷蔵・冷凍設備及び変圧器は、①／②で計算、

それ以外の設備については②／①で計算」に修正 
表の下のただし書きを下記の通り修正 
※ただし、冷蔵・冷凍設備の場合は、年間消費電力量(kWh/年)で計算。変圧器の場合は、全損

失(W)で計算 

23 R4.8.18 
記入例 様式 2 対象設備確認書
（更新の場合） 

例２ 照明設備の場合の規格を JIS B 8606から JIS C 8106に修正 

24 R4.10.3 募集要領 

P.5 助成対象者に「酒類業組合・連合会、生活衛生同業組合・連合会、商店街振興
組合、認定証業訓練を実施している法人・団体」を追加 
P.6,9 ２社以上の見積書について照明設備及び建物付属設備についての記載を追
加 
P.7 太陽光発電設備の出力の計算を小数点第２位までに変更 
募集要領の修正に伴い第３版に変更 

25 R4.10.3 交付規程 
第２条（定義）第１項（２）中小企業者等に「酒類業組合・連合会、生活衛生同業
組合・連合会、商店街振興組合、認定証業訓練を実施している法人・団体」を追加 
第３条（交付の対象）第１項（２）に認定職業訓練に関する施設の記述を追加 



26 R4.10.3 対象設備一覧表 
照明設備に「非常時用照明器具」（非常灯・誘導灯）を追加 
冷蔵・冷凍設備に「冷凍・冷蔵ショーケース、冷凍・冷蔵ユニットクーラー及びコ
ンデンシングユニット」を追加 

27 R4.10.3 
GX 様式 2 内示済み事業者向け取
下げ届出書 

新規追加 
R4.10.3に追加になった設備を新たに追加、又は内示済みの設備を追加になった設
備に変更したい事業者向け取下げ届出書（内示済みの事業者向け） 

28 R4.10.3 
GX 様式 3 内示前事業者向け取下
げ届出書 

新規追加 
R4.10.3に追加になった設備を新たに追加、又は計画設備を追加になった設備に変
更したい事業者向け取下げ届出書（申請書を提出済みで内示前の事業者向け） 

29 R4.10.11 対象事業の手引き 

新規追加 
対象事業の手引きは、助成事業者の方を対象に、交付規程に基づき内示決定から助
成事業期間終了後までの一連の手続きの内容と助成事業を進める上での留意事項
等について説明 

30 R4.10.11 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

新規追加 

31 R4.10.11 
記入例 様式 8 中小企業エネル
ギーコスト削減等実績報告書 

新規追加 

32 R4.10.11 様式 9 交付申請書兼実績報告書 

P.1（添付書類） 
助成要件確認書（様式第３号）、更新前設備の廃棄証明書（様式第 10号）、 
取得財産等明細表（様式第 14号）、 
導入設備の写真・設備導入後の配置図・平面図・設置場所の写真（申請時の写真と
同一アングル）、資産台帳又は売買契約書等（既存設備と導入設備の所有がわかる
もの）、不動産登記簿謄本（建物等を所有している場合）・賃貸借契約書の写し（建
物等を賃借している場合）、発注書・納品書・請求書・支払（振込等）をしたこと
が分かる書類の写し等 
を 
（添付書類）【詳細は手引き参照】 
〔全事業者提出〕助成要件確認書（様式第３号）、取得財産等明細表（様式第 14
号）、見積書・発注書・納品書（検収サイン付）・請求書・支払確認ができる書類
（振込の控え・通帳）の写し、導入設備の写真・配置図・平面図・設置場所の写真
（申請時の写真と同一アングル）、経費支出管理表（GX様式第５号）、現地調査チ
ェックシート（GX様式第６号） 
〔更新のみ事業者提出〕更新前設備の廃棄証明書（様式第 10号）、マニフェスト
の写し又は家電リサイクル券・排出者控えの写し、 



更新前の設備の所有を確認する書類：更新前設備の記載がある資産台帳又は売買契
約書、〈これらがなくて建物等を所有している場合〉不動産登記簿謄本・説明文・
写真、〈これらがなくて建物等を賃借している場合〉賃貸借契約書の写し・貸主の
確認文・写真（注）上記資産台帳は、個人事業者の場合青色申告の方は３面、白色
申告の方は２面の提出に代えることができます。 
に更新 

33 R4.10.11 様式 9 交付申請書兼実績報告書 新規追加 

34 R4.10.11 記入例 様式 10 廃棄証明書 新規追加 

35 R4.10.11 記入例 様式 12 精算払請求書 新規追加 

36 R4.10.11 GX様式 4 登録情報変更届出書 新規追加 

37 R4.10.11 GX様式 5 経費支出管理表 新規追加 

38 R4.10.25 対象設備一覧表 

非常時用照明器具の規格を「JIL 5501（一般社団法人日本照明工業会）に基づき、
適合と評定された LED光源を使用する非常灯・誘導灯」を「JIL 5501（一般社団法
人日本照明工業会）に基づき適合と評定された LED 光源を使用する非常灯、JIL 
5502に基づき適合と認定された LED光源を使用する誘導灯」に変更 

39 R4.10.25 様式 10 廃棄証明書 脚注にフロン回収証明書を追加 

40 R4.10.25 現地調査の留意点 新規追加 

41 R4.10.25 
GX様式 6 01現地調査チェックシ
ート_空調・換気設備 

新規追加 

42 R4.10.25 
GX様式 6 02現地調査チェックシ
ート_照明設備 

新規追加 

43 R4.10.25 
GX様式 6 03現地調査チェックシ
ート_冷蔵・冷凍設備 

新規追加 

44 R4.10.25 
GX様式 6 04現地調査チェックシ
ート_エネルギー管理設備 

新規追加 

45 R4.10.25 
GX様式 6 05現地調査チェックシ
ート_恒温設備 

新規追加 

46 R4.10.25 
GX様式 6 06現地調査チェックシ
ート_熱電併給設備 

新規追加 

47 R4.10.25 
GX様式 6 07現地調査チェックシ
ート_電気制御設備 

新規追加 



48 R4.10.25 
GX様式 6 08現地調査チェックシ
ート_加熱設備 

新規追加 

49 R4.10.25 
GX様式 6 09現地調査チェックシ
ート_生産設備 

新規追加 

50 R4.10.25 
GX様式 6 10現地調査チェックシ
ート_発電設備 

新規追加 

51 R4.10.25 
GX様式 6 11現地調査チェックシ
ート_建物付属設備 

新規追加 

52 R4.10.26 募集要領 
表紙、P.1,9 事業計画書の提出期限を令和４年 12月 23日(金)から令和４年 11月
２日(水)に変更 
募集要領の修正に伴い第４版に変更 

53 R4.11.10 対象事業の手引き 

目次 
「（８）更新前設備の廃棄証明書及びマニフェスト、家電リサイクル券」を 
「（８）更新前設備の廃棄証明書及びマニフェスト、フロン回収証明書、家電リサ
イクル券」に変更 

54 R4.11.10 対象事業の手引き 

P.11 
「⑬破棄物に従ったマニフェストの写し又は家電リサイクル券・排出者控の写し」
を「⑬破棄物に従ったマニフェストＢ２票、フロン回収証明書の写し又は家電リサ
イクル券・排出者控の写し」に変更 

55 R4.11.10 対象事業の手引き 

P.15 
「（８）更新前設備の廃棄証明書及びマニフェスト、家電リサイクル券 
今回の助成事業では、更新前設備を廃棄処分することが条件であり、適正に廃棄さ
れたことを確認するため提出願います。併せて、廃棄処分の際に発行されたマニフ
ェストの写し、家電リサイクル券・排出者控を提出してください。なお、更新前設
備の廃棄証明書は事業者自らが作成してください。 
家電リサイクル券対応は冷蔵冷凍庫、一般エアコンで、その他はマニフェストが発
行されます。」 
を 
「（８）更新前設備の廃棄証明書及びマニフェスト、フロン回収証明書、家電リサ
イクル券 
今回の助成事業では、更新前設備を廃棄処分することが条件であり、適正に廃棄さ
れたことを確認するため提出願います。併せて、廃棄処分の際に発行されたマニフ
ェストＢ２票、フロン回収証明書の写し又は家電リサイクル券・排出者控の写しを
提出してください。なお、更新前設備の廃棄証明書は事業者自らが作成してくださ



い。 
家電リサイクル券対応は一般冷蔵冷凍庫、一般エアコンで、その他はマニフェスト
が発行されます。」に変更 

56 R4.11.10 対象事業の手引き 
P.16 
経費支出一覧表の「事業者番号：ＧＸ12345」を「事業者番号：ＧＸ1234」に変更 
同左側吹き出しの「ＧＸ+5桁数」を「ＧＸ+4桁数」に変更 

57 R4.11.9 手引き更新新旧対照表 新規追加 

58 R4.11.9 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

「上記廃棄物のマニフェストの写し又は家電リサイクル券・排出者控えの写し」を
「上記廃棄物のマニフェストＢ２票、フロン回収証明書の写し又は家電リサイクル
券・排出者控えの写し」に変更 
注５「廃棄物の種類によってマニフェスト又は家電リサイクル券が発行されます。
写しを提出願います。」を「廃棄物の種類によってマニフェスト又は家電リサイク
ル券が発行されます。マニフェストＢ２票、フロン回収証明書の写し又は家電リサ
イクル券・排出者控えの写しを提出願います。」に変更 

59 R4.11.9 様式 9 交付申請書兼実績報告書 

（添付書類） 
「マニフェストの写し」を「マニフェスト B2票、フロン回収証明書の写し」に変
更 
「説明文」を「説明文(印)」に変更 
「貸主の確認文」を「貸主の確認文(印)」に変更 

60 R4.11.9 
記入例 様式 9 交付申請書兼実
績報告書 

P.1 吹き出し「実績報告の金額」を「実績報告の金額（税抜き）」に変更 
P.2 吹き出し「実際の支出金額」を「実際の支出金額（税抜き）」に変更 

61 R4.11.9 様式 10 廃棄証明書 

脚注「※ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）、フロン回収証明書又は、家電リサイ
クル券・排出者控を添付すること。」を「※ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）Ｂ
２票、フロン回収証明書の写し又は、家電リサイクル券・排出者控の写しを添付す
ること。」に変更 

62 R4.11.9 記入例 様式 10 廃棄証明書 脚注の修正に伴い更新 

63 R4.11.11 対象設備一覧表 

（１／６）非常時用照明器具（非常灯・誘導灯） 
「JIL 5501（一般社団法人日本照明工業会）に基づき適合と評定された LED光源を
使用する非常灯、JIL 5502 に基づき適合と認定されたＬＥＤ光源を使用する誘導
灯」を 



「JIL 5501（一般社団法人日本照明工業会）に基づき適合と評定された LED光源を
使用する非常灯、JIL 5502（一般社団法人日本照明工業会）に基づき適合と認定さ
れた LED光源を使用する誘導灯」に変更。R4.10.25に遡って適用 

64 R4.11.11 対象設備一覧表 

（２／６）一般用冷蔵・冷凍庫 
「JIS Ｃ 9607（電気冷蔵庫及び電気冷凍庫）」を「JIS Ｃ 9607（電気冷蔵庫及び 
電気冷凍庫）で定める家庭用の電気冷蔵庫及び電気冷凍庫」に変更。R4.10.25 に
遡って適用 

65 R4.11.11 対象設備一覧表 

（３／６）チラー（冷却水循環装置） 
「JIS Ｂ 8613（ウォータチリングユニット）、空気調和用に供するもの以外の水又
はブラインを用いるチリングユニット」を「JIS Ｂ 8613（ウォータチリングユニ
ット）、JRA 4066（ウォータチリングユニット）」に変更。R4.10.25に遡って適用 

66 R4.11.21 対象事業の手引き 
P.16 
「施工前後の写真等」を「施工後の写真等」に変更 

67 R4.11.21 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

「取得財産等明細表」を「取得財産等明細表（取得価格が単価50万円（税抜き）

以上のもの）」に変更 

68 R4.12.13 
GX 様式 7 内示済み事業者向け事
業期間延長届出書 

新規追加 

69 R4.12.13 
GX 様式 8 内示前事業者向け事業
期間延長届出書 

新規追加 

70 R4.12.22 交付規程 

P.2 第３条２ 「令和５年１月 31日」を「令和６年１月 31日」に変更、 
P.3 第３条５ 「補助制度等で対象としている」を「補助制度等（ただし、助成金
に上乗せする制度を除く）で対象としている」に変更 
本改正は令和４年１２月１６日から施行 

71 R5.1.19 様式 9 交付申請書兼実績報告書 
（添付書類） 
「交付申請・実績報告提出書類一覧（チェックリスト）」を追加 

72 R5.1.19 様式 13 取得財産等管理台帳 
「保管場所」を「設置場所」に変更 
「（注２）単価及び金額（取得価格）は税抜きで記載すること。」を追加挿入 

73 R5.1.19 様式 14 取得財産等明細表 
「保管場所」を「設置場所」に変更 
「（注２）単価及び金額（取得価格）は税抜きで記載すること。」を追加挿入 

74 R5.1.20 GX様式 5 経費支出管理表 
「保管場所」を「設置場所」に変更 
注釈に「＊助成対象金額（消費税抜）の合計額は、様式第９号交付申請書兼実績報



告書の１(1)対象経費と一致します。」を追加 

75 R5.1.24 追加募集パンフレット 助成金申請から支払いまでの流れを修正 

76 R5.1.24 GX様式 5 経費支出管理表 設備区分及び設備種別をプルダウンメニューから選択できるようにしました。 

77 R5.2.7 対象事業の手引き 
目次 
「（７）経費支出管理表の作成」を「（７）経費支出管理表（ＧＸ様式５）の作成」
に変更 

78 R5.2.7 対象事業の手引き 
目次 
「（４）助成金の税務・会計上の取扱いについて」を「（４）助成金の税務・会計上
の取扱いについて（圧縮記帳）」に変更 

79 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.1,2,6,9,10 
事業実施期限延長に伴い、 
「2023年 1月 31日（火）」を「2024年 1月 31日（水）」に変更 

80 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.2,17 
「５年間（2028年 3月 31日まで）」を「５年間」に変更 

81 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.6 
「助成対象設備にシールを貼ってください。」を「助成対象設備（単価 50万円 (税
抜き) 以上）にシールを貼ってください。」に変更 

82 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.7 
「（単価 50万円（税抜き）以上のもの）」を「（単価 50万円（税抜き）以上）」に変
更 

83 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.7 
「⑤事業実施予定期間（内示通知日～令和５年１月３１日）」を「⑤事業実施予定
期間（内示通知日～令和６年１月３１日）」に変更 

84 R5.2.7 対象事業の手引き 

P.11 
「④見積書の写し（計画書申請時に提出したもので、発注日に有効なもの）」を 
「④見積書の写し（計画書申請時に提出したもので、発注日に有効なもの。○エ を
赤字で記入すること）○エ の記入は、以下⑤～⑧の支払関係書類にも行うこと。」に
変更 

85 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.11 
「⑩ 経費支出管理表」を「⑩ 経費支出管理表（ＧＸ様式５）」に変更 

86 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.14 
「[3] 検収」を「[4] 検収」に変更、「[4] 請求」を「[5] 請求」に変更、「[5] 支



払」を「[6] 支払」に変更 

87 R5.2.7 対象事業の手引き 
P.15 
「（７）経費支出管理表の作成」を「（７）経費支出管理表（ＧＸ様式５）の作成」
に変更 

88 R5.2.20 様式 3 助成要件確認書 

P.1 
「宗教法人（宿坊等）である」を 
「宗教法人（宿坊等）、酒類業組合・連合会、生活衛生同業組合・連合会、商店街
振興組合、認定職業訓練を実施している法人・団体である」に変更 

89 R5.2.20 様式 3 助成要件確認書 
P.2 
「令和５年１月 31日までに」を「令和６年１月 31日までに」に変更 

90 R5.2.20 様式 3 助成要件確認書 
P.2 
「補助制度等で対象としている」を「補助制度等（本助成金に上乗せする制度を除
く）で対象としている」に変更 

91 R5.5.11 
募集要項／申請書類／手引き／報
告書類ページ 

ページタイトル 
「【令和４年】募集要領／申請書類／手引き／報告書類」を「【令和４年度】募集要
領／申請書類／手引き／報告書類」に変更 
交付申請・実績報告時 
「2-13.上記廃棄物のマニフェスト B2票、」を 
「2-13.上記廃棄物のマニフェスト B2票以降の写し、」に変更 
「2-14.・建物を所有している場合は不動産登記簿謄本、」を 
「2-14.・建物を所有している場合は建物の不動産登記簿謄本、」に変更 

92 R5.5.11 様式 10 廃棄証明書 
下段注釈 
「Ｂ２票、」を「Ｂ２票以降の写し、」に変更 

93 R5.5.11 様式 9 交付申請書兼実績報告書 

P.1（添付書類） 
「マニフェスト、」を「マニフェスト B2票以降の写し、」に変更 
「不動産登記簿謄本・」を「建物の不動産登記簿謄本・」に変更 
「・写真、」を「・導入前設備の写真、」に変更 
P.2 
「1．取組の概要※１（３０文字以内で記載）」を「1．取組の概要※１（様式第 1号
事業計画書の 1.取組の概要をそのまま記載）」に変更 

94 R5.6.20 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

データ項目追加 
2023/6/19に事業者に対し、紙での提出に加え、一部の書類をデータで提出してい
ただくよう協力依頼をしました。 
 



95 R5.7.11 対象事業の手引き 

P.2 
「終了後、５年間、」を「終了後、５年間（2029年 3月 31日まで）、」に変更 
P.7 
「14ヶ月経過した日までにＧＸ推進事務局に」を「14ヶ月経過した日までに受付
窓口（20ページ参照）に」変更 
手引きの修正に伴い第３版に変更 

96 R5.7.14 
記入例 様式 9 交付申請書兼実
績報告書 

売却益があった場合、振込手数料相手先負担の場合の記入例を追加 

97 R5.7.14 
記入例 GX 様式 5 経費支出管理
表 

新規追加 
売却益があった場合、振込手数料相手先負担の場合、他の経費と合算して振り込ん
だ場合の記入例あり 

98 R5.7.14 現地調査の留意点 
３．経費支出管理表（ＧＸ様式５）全体を削除し、収益があった場合の様式第 9号
交付申請書兼実績報告書及び GX様式 5経費支出管理表の具体的な記入方法を例示 

99 R5.8.7 
GX様式 6 01現地調査チェックシ
ート_空調・換気設備～10 同_発電
設備 

導入設備の動作確認チェックを追加 
発電設備については、出力 10kW以上で 2023年 3月 20日以降に稼働した場合に、
電気事業法によって使用前自己確認結果の提出が義務化されたことから、このチェ
ック項目も追加 

100 R5.8.23 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

項目名を「データ」から「データ提出」に変更 

101 R5.8.29 募集要領 

表紙、P.1,10 交付申請書等の提出期限が令和５年 1 月 31 日(火)から令和６年 1
月 31日(水)に１年間延長されたことを注記 
P.6 
「工事費及び処分費を含み令和４年７月１日から令和５年１月 31日までに」を 
「工事費及び処分費を含み令和４年７月１日から令和５年１月 31日（令和 6年１
月３１日まで１年間延長されました）までに」に変更 

102 R5.8.29 募集要領 

P.3 
「なお、事前着手届が提出された場合であっても、令和 4年 7月 1日以降の取組が
対象になります。」を 
「なお、事前着手届が提出された場合であっても、令和 4年 7月 1日以降の取組が
対象になります。（ただし、経費の支払い［着手金及び分割払金を除く］は、原則
として、「内示日」または「事業実施期間終期［事前着手届の完了予定日］の概ね
１か月前の日」のいずれか早い日以降となります）」に変更 
P.8 



「3)事務局からの事業計画の確認（内示）前に、発注・契約、購入、支払（前払含
む）等を実施したもので事前着手届の提出が無いもの」を 
「3)事務局からの事業計画の確認（内示）前に、発注・契約、購入、支払（前払含
む）等を実施したもので事前着手届の提出が無いもの(事前着手届が提出された場
合、経費の支払い［着手金及び分割払金を除く］は、原則として、「内示日」また
は「事業実施期間終期［事前着手届の完了予定日］の概ね１か月前の日」のいずれ
か早い日以降となります。)」に変更 
P.12 
「助成事業を終了したときは、交付申請書兼実績報告書を提出しなければなりませ
ん。」を 
「助成事業が完了したとき(内示日前に事業完了した場合は内示日)は、その日から
起算して概ね１か月以内又は、交付申請書等の提出期限である令和６年１月 31日
（水）のいずれか早い日（消印有効）までに、交付申請書兼実績報告書を提出しな
ければなりません。」に変更 
P.13 
以下の⑨を追加 
⑨対象設備を導入後、１年間の助成事業の成果について、中小企業エネルギーコス
ト削減等実績報告書（様式第８号）に必要事項を記入し、ご報告いただきます。
ただし、中小企業エネルギーコスト削減等実績報告書（様式第８号）で記載いた
だいたエネルギーコストの削減実績が中小企業エネルギーコスト削減等計画書
（様式第４号）で記載いただいた計画に比べて、著しく乖離がある場合は理由書
を徴収する場合があり、その内容により交付の要件を満たさないと判断した場合
は、交付決定の取消し及び助成金の返還を求める可能性がありますので、ご留意
ください。 

募集要領の修正に伴い第５版に変更 

103 R5.8.29 対象事業の手引き 

P.6 
「対象事業が完了した時から」を 
「対象事業が完了した時(内示日前に事業完了した場合は内示日)から」に変更 
P.7 
「助成事業終了後 14ヶ月経過した日まで」を 
「助成事業終了後（交付申請書兼実績報告書提出日から）14ヶ月経過した日まで」
に変更 
P.10 
「対象事業が完了した時は、」を 



「対象事業が完了した時(内示日前に事業完了した場合は内示日)は、」に変更 
手引きの修正に伴い第４版に変更 

104 R5.9.25 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

「マニフェストＢ２票、フロン回収証明書の写し」を「マニフェストＢ２票以降の
写し、フロン回収証明書の写し」に変更。変更は２箇所 

105 R5.10.30 
募集要項／申請書類／手引き／報
告書類ページ 

「様式 8 中小企業エネルギーコスト削減等実績報告書」及び「様式 9 交付申請
書兼実績報告書」の提出時期についての留意点を追加 

106 R5.11.6 
募集要項／申請書類／手引き／報
告書類ページ 

「2-13.上記廃棄物のマニフェスト B2票以降の写し」を「2-13.上記廃棄物のマニ
フェスト B2票以降のいずれか１枚の写し」に変更 

107 R5.11.6 対象事業の手引き 

P.11 
「⑬ 破棄物に従ったマニフェストＢ２票、」を「⑬ 破棄物に従ったマニフェス
トＢ２票以降のいずれか１枚の写し、」に変更 
P.15 
「マニフェストＢ２票、」を「マニフェストＢ２票以降のいずれか１枚の写し、」に
変更 

108 R5.11.6 
交付申請・実績報告提出書類一覧
（チェックリスト） 

「マニフェストＢ２票以降の写し、」を「マニフェストＢ２票以降のいずれか１枚
の写し、」に変更。変更は２箇所 

109 R5.11.6 
様式 9 交付申請書兼実績報告書
及び同記入例 

P.1（添付書類） 
「マニフェスト B2票以降の写し、」を「マニフェスト B2票以降のいずれか１枚の
写し、」に変更 

110 R5.11.6 様式 10 廃棄証明書及び同記入例 
下段注釈 
「Ｂ２票以降の写し、」を「Ｂ２票以降のいずれか１枚の写し、」に変更 

111 R5.11.17 トップページ、分岐ページ 
2023/11/9 に Zoom ウェビナーで開催した「実績報告書作成説明会の動画視聴と配
布資料精読のお願い」を掲載 

112 R6.1.22 様式 13 取得財産等管理台帳 
「区分、設備名」を「設備区分、設備種別」に変更 
「規格、（型式）」を「メーカー名、型番・型式等」に変更 

113 R6.1.22 様式 14 取得財産等明細表 
「区分、設備名」を「設備区分、設備種別」に変更 
「規格、（型式）」を「メーカー名、型番・型式等」に変更 

 


